
　さらに、2019年度から「発達障害専門医療機関初診待機解消事業」において、発達障害の
診断が可能な医療機関に新たにアセスメント対応が可能な職員を配置することや、アセスメ
ントを外部に委託することにより発達障害の診断待機の解消を図っている。

（５）盲ろう者等への対応
ア 盲ろう者への対応
盲ろう者とは、「視覚と聴覚に障害がある者」であり、全盲ろう、全盲難聴、弱視ろう、弱
視難聴の４つのタイプがある。社会福祉法人全国盲ろう者協会の「盲ろう者に関する実態調査
（2013年３月）」によると、盲ろう者は、約１万4,000人と推計されている。
　盲ろう者は、その障害の程度や成育歴等により、コミュニケーション方法も触手話、指文字、
指点字、手書き文字など多様な方法があり、コミュニケーションの保障や情報入手、移動の支
援が重要である。
　このため、「障害者総合支援法」の地域生活支援事業においては、盲ろう者の自立と社会参
加を図るため、コミュニケーションや移動の支援を行う「盲ろう者向け通訳・介助員養成研修
事業」及び「盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業」を、都道府県の必須事業として実施している。
　また、盲ろう者にとって、コミュニケーション手段の確保、外出のための移動支援など、社
会参加を促進するためのサービス支援の人材確保や派遣事業等を引き続き充実していくことが
必要であり、国立障害者リハビリテーションセンター学院では、盲ろう者向け通訳・介助員の
養成事業に係る企画立案を担う者や、派遣事業に係るコーディネーターに対する研修を実施す
るほか、視覚障害学科において盲ろう者支援に係るカリキュラムの充実を図るなど人材育成に
努めている。

■図表４-12　発達障害専門医療機関初診待機解消事業

資料：厚生労働省

医療機関

受診

【事業概要】
発達障害の診断にかかる初診待機の解消を目的として、発達障害の診断を行う医療機関が行っている発達障

害のアセスメント等について、当該医療機関へのアセスメント対応職員の配置又はアセスメントの外部委託す
るなどにより、アセスメントの強化を行う。

現
在

発達障害児者
とその家族

医療機関において
①患者のアセスメント
②患者の診断
③保護者へのカウンセリング を実施

時間がかかるため、
待機が長期化︕

アセスメント・カウンセリング対応職員・
機関（児童発達支援センターや発達障害者
支援センターに委託）

① 患者のアセスメント
② 保護者へのカウンセリング を実施

事前情報等を踏まえ
た診療の実施

医療機関にアセスメント・カウンセリング対応職員を配置

医療機関内でアセスメント、カ
ウンセリングを実施する職員又
は地域の関係機関から聞き取り
を行うケースワーカーを増やす
ことにより、待機の解消を図る。

医療機関

受診

医療機関での対応
時間が短くなり
待機期間が短縮︕

発達障害児者
とその家族

発達障害専門医療機関初診待機解消事業

※ アセスメントやカウンセリングの実施にあたっては、当事者や保護者に対して個別に実
施することに加え、親子が参加する集団場面等を設定し、子どもの行動観察等による情報
収集を行い、それを事前情報として診断に活用することも可能。
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イ　強度行動障害への対応
　強度行動障害とは、周囲の不適切な対応や環境の影響等により、自分の体を叩く、食べられ
ないものを口に入れる、危険につながる道路上への飛び出しなど本人の身体又は生命を損ねる
行動や、他人を叩く、物を壊す、何時間も大泣きを続けるなどの行動が高い頻度で起こるため、
著しく支援が困難な状態のことをいい、行動障害の軽減を目的として障害児入所施設等におい
て適切な支援と環境の提供を行うために「強度行動障害児特別支援加算」等による支援が行わ
れている。
　さらに、2013年度から強度行動障害のある人に対する支援を適切に行う者を養成する「強度
行動障害支援者養成研修」を創設するとともに、2015年度の報酬改定において、強度行動障害
支援者養成研修修了者による支援を報酬上評価すること、及び行動援護従業者に対して、行動
援護従業者養成研修の受講を必須化すること等により、強度行動障害のある人に対する支援の
充実を図っており、2018年度の報酬改定においては、児童発達支援及び放課後等デイサービス
でも加算を創設している。
　また、2021年度の報酬改定において、医療型障害児入所施設における強度行動障害児特別支
援加算の創設、強度行動障害のある人が地域移行のためにグループホームを体験利用する場合
の加算の創設、生活介護及び施設入所支援における加算算定期間の延長及び単位数の見直しに
より、支援の更なる充実を図った。

ウ　難病患者等への対応
　2012年度までは、難病患者等の居宅における療養生活を支援するため、要介護の状況にあり
ながら「障害者自立支援法」等の施策の対象とならない等の要件を満たす難病患者等を対象と
して、市町村等を事業主体として、難病患者等居宅生活支援事業を実施していた。
　また、2013年４月から施行された「障害者総合支援法」においては、障害者の定義に難病患
者等を追加して障害福祉サービス等の対象とし、新たに対象となる難病患者等は、身体障害者
手帳の所持の有無にかかわらず、必要に応じて障害程度区分（2014年４月からは障害支援区分）
の認定などの手続を経た上で、市区町村において必要と認められた障害福祉サービス等（障害
児にあっては、「児童福祉法」に基づく障害児支援）が利用できることとなった。また、「障害
者総合支援法」における対象疾病（難病等）の範囲については、当面の措置として、難病患者
等居宅生活支援事業の対象となっていた130疾病を対象としていたが、難病医療費助成の対象
となる指定難病の検討状況等を踏まえ、順次見直しを行い、2021年11月１日より366疾病を対
象としている。

第１節　生活安定のための施策第４章　日々の暮らしの基盤づくり
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